
　すでに始まっている電子申請義務化ですが、現在でも紙で
申請されている法人様やどの書類が対象なのかご存じない
法人様もいらっしゃると思います。
　そんな皆様に、本記事では対象となる法人、対象書類、注意点、
そして、働き方改革に繋がる申請ツールなどをお伝えします。

働き方改革
インフォメーション
～ニューノーマルな働き方の実現～
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ここでは日々変化する働き方について皆様のお役に立てる情報をお届けいたします。今回は、ＦＦＧとビジ
ネスマッチング業務提携先である株式会社エフアンドエム様のご協力のもと、2020年4月から開始している
特定の法人を対象にした社会・労働保険に関する一部の手続きの電子申請義務化のお話をいただきました。

　
ま
た
、従
来
の
紙
に
よ
る
手
続
き
と
電
子
申
請
が
混
在

す
る
と
業
務
量
が
増
え
、人
事
労
務
管
理
部
門
の
負
担
が

増
え
て
し
ま
い
ま
す
の
で
、電
子
申
請
義
務
化
の
対
象
と

な
る
行
政
手
続
き
が
今
後
も
拡
大
さ
れ
る
こ
と
を
想
定

し
た
上
で
、可
能
な
限
り
、電
子
申
請
に
一
本
化
す
る
こ

と
を
お
す
す
め
し
ま
す
。

　
電
子
申
請
義
務
化
対
象
の
法
人
様
は
も
ち
ろ
ん
の
こ

と
、対
象
外
の
法
人
様
も
外
部
A
P
I
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
を

活
用
す
る
こ
と
で
、人
事
労
務
管
理
の
運
用
か
ら
社
会
・

労
働
保
険
の
申
請
ま
で
一
括
し
て
シ
ス
テ
ム
上
で
管
理
す

る
こ
と
が
で
き
、リ
モ
ー
ト
ワ
ー
ク
、生
産
性
向
上
な
ど
の

働
き
方
改
革
を
実
現
す
る
こ
と
に
繋
が
り
ま
す
。

　
最
後
に
一
例
と
し
て
株
式
会
社
エ
フ
ア
ン
ド
エ
ム
で
提

供
し
て
い
る
人
事
労
務
管
理
シ
ス
テ
ム「
オ
フ
ィ
ス
ス
テ
ー

シ
ョ
ン
」を
簡
単
に
紹
介
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

と
連
携
が
可
能
な
外
部
連
携
A
P
I
に
対
応
し
た
ソ
フ

ト
ウ
ェ
ア
で
、多
く
の
民
間
企
業
が
提
供
す
る
人
事
労
務

管
理
シ
ス
テ
ム
を
指
し
ま
す
。

　
e‐Go
v
電
子
申
請
を
可
能
と
す
る
だ
け
で
な
く
、自

社
の
業
務
内
容
に
合
わ
せ
て
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
が
で
き
、給

与
計
算
や
勤
怠
管
理
を
含
め
た
人
事
労
務
管
理
全
般
を

一
元
管
理
す
る
サ
ー
ビ
ス
が
一
般
的
で
す
。e‐Go
v
電

子
申
請
に
必
要
な
添
付
資
料
も
自
動
生
成
が
可
能
な
た

め
、簡
単
に
書
類
作
成
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

　
冒
頭
で
お
伝
え
し
た
通
り
、従
来
の
紙
に
よ
る
窓
口・郵

送
で
の
申
請
を
行
っ
た
と
し
て
も
企
業
が
罰
則
を
受
け
る

こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、申
請
し
た
手
続
き
が
反
映
さ
れ

な
か
っ
た
り
、受
付
自
体
を
拒
否
さ
れ
た
り
す
る
可
能
性

が
考
え
ら
れ
ま
す
。そ
の
た
め
、特
定
の
法
人
に
該
当
す
る

企
業
は
必
ず
電
子
申
請
に
よ
る
行
政
手
続
き
を
行
い
ま

し
ょ
う
。

　
現
在
、行
政
手
続
き
の
電
子
申
請
が
可
能
な
手
段

は「
e‐Go
v
電
子
申
請
」と「
外
部
A
P
I
ソ
フ
ト
ウ
ェ

ア
の
利
用
」の
2
種
類
に
限
ら
れ
ま
す
。

　
e‐G
o
v
電
子
申
請
と
は
、紙
に
よ
る
申
請
や
届
出

な
ど
の
行
政
手
続
き
を
、イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
と
パ
ソ
コ
ン

を
利
用
し
て
申
請
で
き
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
で
す
。複
数
の

行
政
手
続
き
を
ま
と
め
て
申
請
で
き
る
た
め
、行
政
の
コ

ス
ト
削
減
に
つ
な
が
る
取
り
組
み
と
し
て
推
奨
さ
れ
て
い

ま
す
。

　
2
0
2
0
年
4
月
か
ら
始
ま
っ
た
電
子
申
請
義
務
化

の
対
象
と
な
る
一
部
の
行
政
手
続
き
も
e‐Go
v
電
子
申

請
を
利
用
し
ま
す
。

　
外
部
A
P
I
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
と
は
、e‐Go
v
電
子
申
請

・
資
本
金
、出
資
金
ま
た
は
銀
行
等
保
有
株
式
取
得
機
構

に
納
付
す
る
拠
出
金
の
額
が
1
億
円
を
超
え
る
法
人

・
相
互
会
社（
保
険
業
法
）

・
投
資
法
人（
投
資
信
託
お
よ
び
投
資
法
人
に
関
す
る
法
律
）

・
特
定
目
的
会
社（
資
産
の
流
動
化
に
関
す
る
法
律
）

　
以
上
の
企
業
は
特
定
の
法
人
と
し
て
扱
わ
れ
、従
業
員

の
入
社・退
社
、賞
与
支
払
い
な
ど
に
か
か
わ
る
社
会
保
険

関
連
の
一
部
の
手
続
き
を
電
子
申
請
で
行
わ
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。

【
参
考
】厚
生
労
働
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。

　
電
子
申
請
義
務
化
対
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と
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る
書
類
は
上
記
の
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を

参
照
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だ
さ
い
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日
本
政
府
の
行
政
手
続
き
に
か
か
る
コ
ス
ト
を
削
減
す
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目
的
で
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4
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か
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特
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法
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を
対
象
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金
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の
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の
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の
電
子
申
請
が
義
務
化
さ
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て
い
ま
す
。

　
電
子
申
請
を
行
う
た
め
に
は
、電
子
証
明
書
の
取
得
や

ア
カ
ウ
ン
ト
の
準
備
、必
要
添
付
資
料
の
準
備
に
加
え
、

e
‐
G
o
v
に
よ
る
電
子
申
請
へ
の
理
解
、ま
た
は
外
部

A
P
I
ソ
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ト
ウ
ェ
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の
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必
要
で
す
。

　
た
だ
し
、電
子
申
請
義
務
化
の
対
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と
な
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行
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来
の
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に
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で
の
申
請
を
行
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た

と
し
て
も
企
業
が
罰
則
を
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け
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
電
子
申
請
義
務
化
が
対
象
と
な
る
特
定
の
法
人（
対

象
企
業
）は
、次
の
い
ず
れ
か
に
あ
て
は
ま
る
企
業
と
な
り

ま
す
。
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被保険者資格取得届、被保険者資格喪失届、被保険者転勤届、
高年齢雇用継続給付支給申請、育児休業給付支給申請

年度更新に関する申告書（概算保険料申告書、確定保険料
申告書、一般拠出金申告書）、増加概算保険料申告書

被保険者賞与支払届※、被保険者報酬月額算定基礎届※、
健康保険被保険者報酬月額変更届、厚生年金保険被保険者
報酬月額変更届、【70歳以上被用者】算定基礎・月額変更・
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年度更新に関する申告書（概算保険料申告書、確定保険料
申告書、一般拠出金申告書）、増加概算保険料申告書

被保険者賞与支払届※、被保険者報酬月額算定基礎届※、
健康保険被保険者報酬月額変更届、厚生年金保険被保険者
報酬月額変更届、【70歳以上被用者】算定基礎・月額変更・
賞与支払届（厚生年金保険のみ）
※被保険者賞与支払届と被保険者報酬月額算定基礎届は、健康保険・厚生
年金保険それぞれに電子申請による申請手続きが必要です。

健康保険・厚生年金保険

雇用保険

継続事業（一括有期事業を
含む）を行う事業主が提出
する右記の申告書

労働保険

項　　目 書　　類

特定の法人が対象となる
社会・労働保険の一部手続き

電子申請
義 務 化 !
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ま
た
、従
来
の
紙
に
よ
る
手
続
き
と
電
子
申
請
が
混
在

す
る
と
業
務
量
が
増
え
、人
事
労
務
管
理
部
門
の
負
担
が

増
え
て
し
ま
い
ま
す
の
で
、電
子
申
請
義
務
化
の
対
象
と

な
る
行
政
手
続
き
が
今
後
も
拡
大
さ
れ
る
こ
と
を
想
定

し
た
上
で
、可
能
な
限
り
、電
子
申
請
に
一
本
化
す
る
こ

と
を
お
す
す
め
し
ま
す
。

　
電
子
申
請
義
務
化
対
象
の
法
人
様
は
も
ち
ろ
ん
の
こ

と
、対
象
外
の
法
人
様
も
外
部
A
P
I
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
を

活
用
す
る
こ
と
で
、人
事
労
務
管
理
の
運
用
か
ら
社
会
・

労
働
保
険
の
申
請
ま
で
一
括
し
て
シ
ス
テ
ム
上
で
管
理
す

る
こ
と
が
で
き
、リ
モ
ー
ト
ワ
ー
ク
、生
産
性
向
上
な
ど
の

働
き
方
改
革
を
実
現
す
る
こ
と
に
繋
が
り
ま
す
。

　
最
後
に
一
例
と
し
て
株
式
会
社
エ
フ
ア
ン
ド
エ
ム
で
提

供
し
て
い
る
人
事
労
務
管
理
シ
ス
テ
ム「
オ
フ
ィ
ス
ス
テ
ー

シ
ョ
ン
」を
簡
単
に
紹
介
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

と
連
携
が
可
能
な
外
部
連
携
A
P
I
に
対
応
し
た
ソ
フ

ト
ウ
ェ
ア
で
、多
く
の
民
間
企
業
が
提
供
す
る
人
事
労
務

管
理
シ
ス
テ
ム
を
指
し
ま
す
。

　
e‐Go
v
電
子
申
請
を
可
能
と
す
る
だ
け
で
な
く
、自

社
の
業
務
内
容
に
合
わ
せ
て
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
が
で
き
、給

与
計
算
や
勤
怠
管
理
を
含
め
た
人
事
労
務
管
理
全
般
を

一
元
管
理
す
る
サ
ー
ビ
ス
が
一
般
的
で
す
。e‐Go
v
電

子
申
請
に
必
要
な
添
付
資
料
も
自
動
生
成
が
可
能
な
た

め
、簡
単
に
書
類
作
成
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

　
冒
頭
で
お
伝
え
し
た
通
り
、従
来
の
紙
に
よ
る
窓
口・郵

送
で
の
申
請
を
行
っ
た
と
し
て
も
企
業
が
罰
則
を
受
け
る

こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、申
請
し
た
手
続
き
が
反
映
さ
れ

な
か
っ
た
り
、受
付
自
体
を
拒
否
さ
れ
た
り
す
る
可
能
性

が
考
え
ら
れ
ま
す
。そ
の
た
め
、特
定
の
法
人
に
該
当
す
る

企
業
は
必
ず
電
子
申
請
に
よ
る
行
政
手
続
き
を
行
い
ま

し
ょ
う
。

　
現
在
、行
政
手
続
き
の
電
子
申
請
が
可
能
な
手
段

は「
e‐Go
v
電
子
申
請
」と「
外
部
A
P
I
ソ
フ
ト
ウ
ェ

ア
の
利
用
」の
2
種
類
に
限
ら
れ
ま
す
。

　
e‐G
o
v
電
子
申
請
と
は
、紙
に
よ
る
申
請
や
届
出

な
ど
の
行
政
手
続
き
を
、イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
と
パ
ソ
コ
ン

を
利
用
し
て
申
請
で
き
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
で
す
。複
数
の

行
政
手
続
き
を
ま
と
め
て
申
請
で
き
る
た
め
、行
政
の
コ

ス
ト
削
減
に
つ
な
が
る
取
り
組
み
と
し
て
推
奨
さ
れ
て
い

ま
す
。

　
2
0
2
0
年
4
月
か
ら
始
ま
っ
た
電
子
申
請
義
務
化

の
対
象
と
な
る
一
部
の
行
政
手
続
き
も
e‐Go
v
電
子
申

請
を
利
用
し
ま
す
。

　
外
部
A
P
I
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
と
は
、e‐Go
v
電
子
申
請

　オフィスステーションは労務手続き、年末調整、有休管理、
Web給与明細、マイナンバー管理機能を持つクラウド型
システムです。全ての機能をオールインワンで使うこともでき
ますし、必要な機能だけをアラカルトで使うこともできます。
　「今使っているシステムはそのまま、必要な機能を使いたい」
そんな企業様からのニーズに応えて、オフィスステーションは
機能ごとに利用することが可能。自社に合わせて運用を最適
化できるのが強みのシステムです。今お使いの給与・勤怠
システムとはAPI、Excel、CSVなどで便利に連携できます。

　本記事は、株式会社エフアンドエムが運営する「労務SEARCH」からの出典/転載となります。
　労務SEARCH（サーチ）は人事・労務管理者の課題を解決するメディアサイトで、運営会社の株式会社エフアンド
エムは、クラウド型労務・人事管理システム「オフィスステーション」を展開しています。
　FFGと株式会社エフアンドエムはビジネスマッチングに関する業務提携をしておりますので、ご関心がある方は
お近くの銀行窓口へお尋ねください。

　今まで、労務・人事管理システムといえば、社内で担当者だけが使うシステム
でした。人事情報の管理や給与計算を行うだけなら、それで十分かもしれません。
　しかし、社会・労働保険などの手続きや年末調整、働き方改革にともなう有給休暇取得状況管理
やマイナンバー管理など、ここ数年で始まった分野は、社内担当者だけで対応が終わるものでは
なく、情報収集や通知など、従業員と企業がコミュニケーションをとらなければ業務を進めることは
できません。
　これからの時代に向けて生まれたオフィスステーションは、管理者が社内で業務を行うためだけ
のシステムではありません。従業員からの情報収集や行政手続きが必要な業務をペーパーレス化、
自動化するために、従業員と企業、企業と行政がコミュニケーションするプラットフォームです。

・
資
本
金
、出
資
金
ま
た
は
銀
行
等
保
有
株
式
取
得
機
構

に
納
付
す
る
拠
出
金
の
額
が
1
億
円
を
超
え
る
法
人

・
相
互
会
社（
保
険
業
法
）

・
投
資
法
人（
投
資
信
託
お
よ
び
投
資
法
人
に
関
す
る
法
律
）

・
特
定
目
的
会
社（
資
産
の
流
動
化
に
関
す
る
法
律
）

　
以
上
の
企
業
は
特
定
の
法
人
と
し
て
扱
わ
れ
、従
業
員

の
入
社・退
社
、賞
与
支
払
い
な
ど
に
か
か
わ
る
社
会
保
険

関
連
の
一
部
の
手
続
き
を
電
子
申
請
で
行
わ
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。

【
参
考
】厚
生
労
働
省 

2
0
2
0
年
4
月
か
ら
特
定
の
法
人
に
つ
い
て

電
子
申
請
が
義
務
化
さ
れ
ま
す
。

https://w
w
w
.m
hlw
.go.jp/content/000511981.pdf

　
電
子
申
請
義
務
化
の
対
象
と
な
る
行
政
手
続
き
は
健

康
保
険
・
厚
生
年
金
保
険
、労
働
保
険
、雇
用
保
険
が
該

当
し
、紙
に
よ
る
窓
口・郵
送
申
請
は
す
べ
て
電
子
申
請
に

集
約
さ
れ
ま
す
。

　
電
子
申
請
義
務
化
対
象
と
な
る
書
類
は
上
記
の
図
を

参
照
く
だ
さ
い
。

　
日
本
政
府
の
行
政
手
続
き
に
か
か
る
コ
ス
ト
を
削
減
す

る
目
的
で
、2
0
2
0
年
4
月
か
ら
特
定
の
法
人
を
対
象

に
健
康
保
険・厚
生
年
金
保
険
、労
働
保
険
、雇
用
保
険
の

一
部
の
手
続
き
の
電
子
申
請
が
義
務
化
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
電
子
申
請
を
行
う
た
め
に
は
、電
子
証
明
書
の
取
得
や

ア
カ
ウ
ン
ト
の
準
備
、必
要
添
付
資
料
の
準
備
に
加
え
、

e
‐
G
o
v
に
よ
る
電
子
申
請
へ
の
理
解
、ま
た
は
外
部

A
P
I
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の
導
入
が
必
要
で
す
。

　
た
だ
し
、電
子
申
請
義
務
化
の
対
象
と
な
る
行
政
手
続

き
を
、従
来
の
紙
に
よ
る
窓
口・郵
送
で
の
申
請
を
行
っ
た

と
し
て
も
企
業
が
罰
則
を
受
け
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
電
子
申
請
義
務
化
が
対
象
と
な
る
特
定
の
法
人（
対

象
企
業
）は
、次
の
い
ず
れ
か
に
あ
て
は
ま
る
企
業
と
な
り

ま
す
。

電
子
申
請
義
務
化
に
お
け
る

申
請
方
法

外
部
A
P
I
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の
利
用

e‐G
o
v
電
子
申
請

電
子
申
請
は

働
き
方
改
革
で
も
有
効
！？

電
子
申
請
義
務
化
に
つ
い
て
の

注
意
点

オフィスステーションの特長

Web-API/CSVで
データ連携

年末調整

年末調整

Web
給与明細

Web
給与明細

労務手続き

労務手続き

有休管理

有休管理

マイ
ナンバー

マイ
ナンバー

人事台帳 給与計算

既存分野&企業が社内で使うシステム従来使われてきたシステム

新分野&従業員と企業がコミュニケーションするシステムが提供するシステム

従業員
データ
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ま
た
、従
来
の
紙
に
よ
る
手
続
き
と
電
子
申
請
が
混
在

す
る
と
業
務
量
が
増
え
、人
事
労
務
管
理
部
門
の
負
担
が

増
え
て
し
ま
い
ま
す
の
で
、電
子
申
請
義
務
化
の
対
象
と

な
る
行
政
手
続
き
が
今
後
も
拡
大
さ
れ
る
こ
と
を
想
定

し
た
上
で
、可
能
な
限
り
、電
子
申
請
に
一
本
化
す
る
こ

と
を
お
す
す
め
し
ま
す
。

　
電
子
申
請
義
務
化
対
象
の
法
人
様
は
も
ち
ろ
ん
の
こ

と
、対
象
外
の
法
人
様
も
外
部
A
P
I
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
を

活
用
す
る
こ
と
で
、人
事
労
務
管
理
の
運
用
か
ら
社
会
・

労
働
保
険
の
申
請
ま
で
一
括
し
て
シ
ス
テ
ム
上
で
管
理
す

る
こ
と
が
で
き
、リ
モ
ー
ト
ワ
ー
ク
、生
産
性
向
上
な
ど
の

働
き
方
改
革
を
実
現
す
る
こ
と
に
繋
が
り
ま
す
。

　
最
後
に
一
例
と
し
て
株
式
会
社
エ
フ
ア
ン
ド
エ
ム
で
提

供
し
て
い
る
人
事
労
務
管
理
シ
ス
テ
ム「
オ
フ
ィ
ス
ス
テ
ー

シ
ョ
ン
」を
簡
単
に
紹
介
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

と
連
携
が
可
能
な
外
部
連
携
A
P
I
に
対
応
し
た
ソ
フ

ト
ウ
ェ
ア
で
、多
く
の
民
間
企
業
が
提
供
す
る
人
事
労
務

管
理
シ
ス
テ
ム
を
指
し
ま
す
。

　
e‐Go
v
電
子
申
請
を
可
能
と
す
る
だ
け
で
な
く
、自

社
の
業
務
内
容
に
合
わ
せ
て
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
が
で
き
、給

与
計
算
や
勤
怠
管
理
を
含
め
た
人
事
労
務
管
理
全
般
を

一
元
管
理
す
る
サ
ー
ビ
ス
が
一
般
的
で
す
。e‐Go
v
電

子
申
請
に
必
要
な
添
付
資
料
も
自
動
生
成
が
可
能
な
た

め
、簡
単
に
書
類
作
成
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

　
冒
頭
で
お
伝
え
し
た
通
り
、従
来
の
紙
に
よ
る
窓
口・郵

送
で
の
申
請
を
行
っ
た
と
し
て
も
企
業
が
罰
則
を
受
け
る

こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、申
請
し
た
手
続
き
が
反
映
さ
れ

な
か
っ
た
り
、受
付
自
体
を
拒
否
さ
れ
た
り
す
る
可
能
性

が
考
え
ら
れ
ま
す
。そ
の
た
め
、特
定
の
法
人
に
該
当
す
る

企
業
は
必
ず
電
子
申
請
に
よ
る
行
政
手
続
き
を
行
い
ま

し
ょ
う
。

　
現
在
、行
政
手
続
き
の
電
子
申
請
が
可
能
な
手
段

は「
e‐Go
v
電
子
申
請
」と「
外
部
A
P
I
ソ
フ
ト
ウ
ェ

ア
の
利
用
」の
2
種
類
に
限
ら
れ
ま
す
。

　
e‐G
o
v
電
子
申
請
と
は
、紙
に
よ
る
申
請
や
届
出

な
ど
の
行
政
手
続
き
を
、イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
と
パ
ソ
コ
ン

を
利
用
し
て
申
請
で
き
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
で
す
。複
数
の

行
政
手
続
き
を
ま
と
め
て
申
請
で
き
る
た
め
、行
政
の
コ

ス
ト
削
減
に
つ
な
が
る
取
り
組
み
と
し
て
推
奨
さ
れ
て
い

ま
す
。

　
2
0
2
0
年
4
月
か
ら
始
ま
っ
た
電
子
申
請
義
務
化

の
対
象
と
な
る
一
部
の
行
政
手
続
き
も
e‐Go
v
電
子
申

請
を
利
用
し
ま
す
。

　
外
部
A
P
I
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
と
は
、e‐Go
v
電
子
申
請

　オフィスステーションは労務手続き、年末調整、有休管理、
Web給与明細、マイナンバー管理機能を持つクラウド型
システムです。全ての機能をオールインワンで使うこともでき
ますし、必要な機能だけをアラカルトで使うこともできます。
　「今使っているシステムはそのまま、必要な機能を使いたい」
そんな企業様からのニーズに応えて、オフィスステーションは
機能ごとに利用することが可能。自社に合わせて運用を最適
化できるのが強みのシステムです。今お使いの給与・勤怠
システムとはAPI、Excel、CSVなどで便利に連携できます。

　本記事は、株式会社エフアンドエムが運営する「労務SEARCH」からの出典/転載となります。
　労務SEARCH（サーチ）は人事・労務管理者の課題を解決するメディアサイトで、運営会社の株式会社エフアンド
エムは、クラウド型労務・人事管理システム「オフィスステーション」を展開しています。
　FFGと株式会社エフアンドエムはビジネスマッチングに関する業務提携をしておりますので、ご関心がある方は
お近くの銀行窓口へお尋ねください。

　今まで、労務・人事管理システムといえば、社内で担当者だけが使うシステム
でした。人事情報の管理や給与計算を行うだけなら、それで十分かもしれません。
　しかし、社会・労働保険などの手続きや年末調整、働き方改革にともなう有給休暇取得状況管理
やマイナンバー管理など、ここ数年で始まった分野は、社内担当者だけで対応が終わるものでは
なく、情報収集や通知など、従業員と企業がコミュニケーションをとらなければ業務を進めることは
できません。
　これからの時代に向けて生まれたオフィスステーションは、管理者が社内で業務を行うためだけ
のシステムではありません。従業員からの情報収集や行政手続きが必要な業務をペーパーレス化、
自動化するために、従業員と企業、企業と行政がコミュニケーションするプラットフォームです。

・
資
本
金
、出
資
金
ま
た
は
銀
行
等
保
有
株
式
取
得
機
構

に
納
付
す
る
拠
出
金
の
額
が
1
億
円
を
超
え
る
法
人

・
相
互
会
社（
保
険
業
法
）

・
投
資
法
人（
投
資
信
託
お
よ
び
投
資
法
人
に
関
す
る
法
律
）

・
特
定
目
的
会
社（
資
産
の
流
動
化
に
関
す
る
法
律
）

　
以
上
の
企
業
は
特
定
の
法
人
と
し
て
扱
わ
れ
、従
業
員

の
入
社・退
社
、賞
与
支
払
い
な
ど
に
か
か
わ
る
社
会
保
険

関
連
の
一
部
の
手
続
き
を
電
子
申
請
で
行
わ
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。

【
参
考
】厚
生
労
働
省 

2
0
2
0
年
4
月
か
ら
特
定
の
法
人
に
つ
い
て

電
子
申
請
が
義
務
化
さ
れ
ま
す
。

https://w
w
w
.m
hlw
.go.jp/content/000511981.pdf

　
電
子
申
請
義
務
化
の
対
象
と
な
る
行
政
手
続
き
は
健

康
保
険
・
厚
生
年
金
保
険
、労
働
保
険
、雇
用
保
険
が
該

当
し
、紙
に
よ
る
窓
口・郵
送
申
請
は
す
べ
て
電
子
申
請
に

集
約
さ
れ
ま
す
。

　
電
子
申
請
義
務
化
対
象
と
な
る
書
類
は
上
記
の
図
を

参
照
く
だ
さ
い
。

　
日
本
政
府
の
行
政
手
続
き
に
か
か
る
コ
ス
ト
を
削
減
す

る
目
的
で
、2
0
2
0
年
4
月
か
ら
特
定
の
法
人
を
対
象

に
健
康
保
険・厚
生
年
金
保
険
、労
働
保
険
、雇
用
保
険
の

一
部
の
手
続
き
の
電
子
申
請
が
義
務
化
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
電
子
申
請
を
行
う
た
め
に
は
、電
子
証
明
書
の
取
得
や

ア
カ
ウ
ン
ト
の
準
備
、必
要
添
付
資
料
の
準
備
に
加
え
、

e
‐
G
o
v
に
よ
る
電
子
申
請
へ
の
理
解
、ま
た
は
外
部

A
P
I
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の
導
入
が
必
要
で
す
。

　
た
だ
し
、電
子
申
請
義
務
化
の
対
象
と
な
る
行
政
手
続

き
を
、従
来
の
紙
に
よ
る
窓
口・郵
送
で
の
申
請
を
行
っ
た

と
し
て
も
企
業
が
罰
則
を
受
け
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
電
子
申
請
義
務
化
が
対
象
と
な
る
特
定
の
法
人（
対

象
企
業
）は
、次
の
い
ず
れ
か
に
あ
て
は
ま
る
企
業
と
な
り

ま
す
。

電
子
申
請
義
務
化
に
お
け
る

申
請
方
法

外
部
A
P
I
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の
利
用

e‐G
o
v
電
子
申
請

電
子
申
請
は

働
き
方
改
革
で
も
有
効
！？

電
子
申
請
義
務
化
に
つ
い
て
の

注
意
点

オフィスステーションの特長

Web-API/CSVで
データ連携

年末調整

年末調整

Web
給与明細

Web
給与明細

労務手続き

労務手続き

有休管理

有休管理

マイ
ナンバー

マイ
ナンバー

人事台帳 給与計算

既存分野&企業が社内で使うシステム従来使われてきたシステム

新分野&従業員と企業がコミュニケーションするシステムが提供するシステム

従業員
データ
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